
様式第一号

法人名　社会医療法人　仙養会　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　大阪府高槻市北柳川町６番２４号　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

Ⅰ　流　動　資　産 1,384,287 Ⅰ　流　動　負　債 1,117,655

現 金 及 び 預 金 210,619 買 掛 金 248,617

※医療法人整理番号

貸 借 対 照 表

（令和　２年　３月　３１日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

た な 卸 資 産 29,902 １年以内に返済予定の長期借入金 239,676

仮 払 金 24,769 前 受 金 90

事 業 未 収 金 1,060,164 未 払 金 225,254

未 収 金 47,317 短 期 借 入 金 50,000

貸 倒 引 当 金 △ 6,645

Ⅱ　固　定　資　産 3,439,691 賞 与 引 当 金 191,700

その他の流動資産 18,161 預 り 金 34,153

未 払 消 費 税 等 4,662

未 払 法 人 税 等 80

構 築 物 31,904 2,137,627

医 療 用 器 械 備 品 38,900 長 期 借 入 金 1,375,501

3,326,207 その他の流動負債 123,423

建 物 1,311,089

Ⅱ　固　定　負　債

その他の器械備品 12,988 557,140

車 両 及 び 船 舶 1,172 その他の固定負債 204,986

退 職 給 付 引 当 金

負　債　合　計 3,255,282

その他の無形固定資産 57,256

純 資 産 の 部

63,293

設 立 等 積 立 金

土 地 1,658,274

その他の有形固定資産 271,880

1,418,403

その他の固定資産 17,082

150,293

科　　　目 金　　　額

50,191

Ⅰ　積　　立　　金 1,568,696

繰 越 利 益 積 立 金

ソ フ ト ウ ェ ア 6,037

純 資 産 合 計 1,568,696

奨 学 金 貸 付 金 33,109

資　産　合　計 4,823,978 負債・純資産合計 4,823,978



様式第二号

法人名　社会医療法人　仙養会　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　大阪府高槻市北柳川町６番２４号　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

当 期 純 利 益 278,156

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 80

法 人 税 等 調 整 額 － 80

その他の特別損失 18,673 18,673

税 引 前 当 期 純 利 益 278,236

経 常 利 益 273,248

その他の特別利益 23,661 23,661

その他の事業外費用 13,962 34,089

受 取 利 息 174

その他の事業外収益 41,056 41,230

支 払 利 息 20,127

事 業 利 益 266,107

附帯業務事業損失 16,985

98,753

115,738

6,331,723 6,331,723

本来業務事業利益 283,092

6,614,815

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　平成３１年　４月　１日　　至　令和　２年　３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 
  最終仕入原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法によっております。但し、平成１０年４月以降に取得した建物（建物付属設備 
を除く）および平成２８年４月以降に取得した建物附属設備ならびに構築物について 
は定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次の通りであります。 
建物８年～３９年 
構築物２年～５５年 
医療用器械備品３年～８年 
その他の器械備品４年～１５年 
車両運搬具４年～６年 

 
② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております 
。ただし、ソフトウェア（法人内使用分）については、法人内における利用可能期間 
（５年）に基づく定額法によっております。 

 

③ リース資産       

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産        

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法における貸倒引 
当金の繰入限度額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討 
し、回収不能見込額を計上しております。 

 
② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年度に負 
担すべき額を計上しております。 

 
③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法(退職給 
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)により計算し、計上してお 
ります。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 



５ 担保に供されている資産に関する事項 

 建物（基本財産）   １，１５３，０２４千円 

 土地（基本財産）   １，６４５，０６１千円 

 合計         ２，７９８，０８５千円 

 

対応する債務 

短期借入金             ５０，０００千円 

１年内に返済予定の長期借入金   １２７，２００千円 

長期借入金            ３６５，６６０千円 

 合計               ５４２，８６０千円 

 

６ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

① 有形固定資産の減価償却 ２，９６０，１８４千円 

② 基本財産の増減の内容及び金額 

（単位：千円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

建物 1,374,496 3,771 67,178 1,311,089 

土地 1,658,274       －      － 1,658,274 

 


